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　世界銀行によって毎年公開される『世界開発報告』（WDR）は，鍵となる開発問題についての知識とデー
タに関する国際的なコミュニティの宝庫を活用して作成される主要な出版物である．本年版では世界で最
も重要かつ切迫した課題の 1 つである移住（migration）を検討している．世界全体では 1 億 8,400 万人
の移民が存在する．その中の 43％は低・中所得国に居住している．各国間および各国内において――実
質賃金，労働市場機会，人口動態のパターン，そして気候変動に関連するコストなどの点で――深刻な相
違があることから，移民問題はより広範囲にわたる差し迫ったものになりつつある．
　移住は経済開発と貧困削減に本質的な貢献をするが，同時に問題やリスクを伴っている．移民はしばし
ば行き先国の経済を強化するスキル，活力，それに資源をもたらす．多くの場合，移住は移民の出身国も
強化する．特に混乱期においては，移民の家族のためのライフラインとして，資金の送金によってコミュ
ニティに極めて重要な支援機構を提供する．この『世界開発報告 2023』は，移民の行き先国，通過国，お
よび出身国のそれぞれにおいて，移住をよりうまく管理するための政策を提言している．このような政策
は移民が経済機会を活用すると同時に，移民が直面している困難やリスクを軽減するのを支援することが
できる．
　WDR では「適合と動機の枠組み」を用いて移住に関連するトレードオフを検討する．「適合」の側面は労
働経済学に基づいており，移民のスキルや関連する属性が行き先国のニーズにどの程度適合しているかに
焦点を合わせている．これが，移民自身，出身国，そして行き先国が移住から得られる利益の程度を決定
する――適合が強固であるほど，利益は大きくなる．「動機」は，機会を求めて，あるいは迫害，武力抗争，
ないしは暴力という恐怖の故に，人が移住する状況を指している．後者の場合，行き先国にとっては国際
法上の義務が生じるかもしれない．具体的には，自国において害を受ける「十分な理由のある恐怖（well-
founded fear）」を理由として移住する人は，国際的な保護を受ける権利がある．「適合」と「動機」を組み
合わせることによって，この枠組みは，出身国，通過国，および行き先国にとっての，さらに国際的なコ
ミュニティにとっての，政策の優先順位を特定する．また，どのようにすれば二国間，複数国間，あるい
は多数国間のイニシアティブや手段を通じて政策対応が改善されうるかについても検討されている．政策
が設計され，そして実施されるその方法は，移民がより良い機会や改善された適合に向けて前進するのを
支援することができ，そのことによって，万人にとって移住の利益が増加する．
　移民の出身国は，例えば，送金の実行や受領のコストを引き下げることで，送金の流入を円滑化する方
法を提供することによって，自国社会に対する労働移住の開発に関わる効果を最大化することができる．
出身国は，言語のスキルを含め，しばしば行き先国と協働して教育機会を改善することも可能である．さ
らに出身国は，海外に散在する移民に投資を奨励することや，帰国移民が労働市場に再参入するのを支援
することもできる．
　移民の行き先国［受け入れ国］は，特に高齢化の進展あるいは特定のスキル不足が引き金となっている労
働力不足に対応するという，長期的な労働市場のニーズを満たすために移住の潜在力を活用することがで
きる．行き先国は，移民を人道的に処遇し，自国民への移民の社会的および経済的なインパクトに対処す
ることに向けた努力を改善することができる．通過国は出身国と調整して，苦難の中での移住［困窮移住］
に対処する必要がある．難民の受け入れにかかわるコストの分担に関しては，国際的な協力が決定的に重
要である．
　移住に関する挑戦課題と複雑性を認識しながら，今回の WDR は，トレードオフについてのデータ主
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導型かつ証拠に基づく実例と評価を提示している．そして，移住が開発のためにどのように役割を果たす
かを示している．この報告書は移住に関する理解を深めることに貢献するだろう．そして，政策策定者や
その他の利害関係者が地域社会や個々人にとってのより良い成果に寄与するような知識に基づく選択を行
い，有効な戦略を策定するに際し，政策策定者やその他の利害関係者にとって有用な参照先を提供するは
ずである．

デイビッド・R・マルパス
世界銀行グループ総裁
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BLA 二国間労働協約
BoP 国際収支
CARICOM カリブ共同体
COVID-19 新型コロナウイルス感染症
CSME CARICOM 単一市場・経済
DAC 開発援助委員会（OECD）
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RPRF 難民政策評価枠組み
RPW 世界送金価格
SAR 特別行政区
SDG 持続可能な開発目標
STEM 科学・技術・工学・数学
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UN 国際連合（国連）
UN DESA 国際連合経済社会局
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WAEMU 西アフリカ経済通貨同盟
WDI 世界開発指標
WDR 『世界開発報告』
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凡例：
訳者による注および補足説明は大括弧（［ ］）で記載した．「アメリカ」は，特記のない限り「アメリカ合衆国」
を意味する．「途上国」は，特記のないかぎり開発途上国および新興（emerging）国を含む．すべてのドル金額
は特記なき限り米ドルによる金額である．
翻訳の際に生じる語順の入れ替わりのために，注番号の順番が入れ替わっている箇所がある．
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1

概観

　移住は文明の最も初期から人間が経験することの 1 つになってきている．ホモ・サピエンスは約 20 万年
前にアフリカのオモ渓谷を離れた．それ以降，人類は移動を決して止めることはなく，はっきりと相異なる
文化，言語，そして民族性を生み出してきている 1．移住は開発にとって強力な推進力であることが判明し
ており，世界全体にわたって何億という移住者とその家族，およびそれらが暮らしている社会を改善してき
ている．しかし，移住者（移民）本人，本国（出身国），移住先国（行き先国）にとって挑戦課題もある．
　本報告書は当人の国籍国の外で生活している人々を移民として定義し（ボックス O.1），より良い経済機
会を追求して移住したのか，ないしは紛争や迫害によって退去を余儀なくされたのか（難民）は問わない．居
住国に帰化している人については，そのような人を移民とはみなさない．移住者と政策当局に対して明確な
挑戦課題を提起するのは市民権――およびそれと関連する市民的，政治的，および経済的な権利――の欠如
であり，人々が人生のある時点で移動したという事実ではない．
　本報告書は移住の経済的，社会的，および人道的な影響を最適に管理するための枠組みを提案する．労働
経済学と国際法から得られる洞察を組み合わせることによって，移民のスキルと属性が移住先国で需要され
る度合い（適合度）と，移民は移住先国で機会を求めているのか，それとも本国（出身国）で身の危険を感じて
いるのか（動機）に注目している．そうすることによって，4 種類の移動を区別し，あらゆる状況において開
発がもたらす利益を完全に実現するための優先的な政策と介入策を特定する．変化を起こすためには国際協
力が決定的に重要である――そして，現行の論議の特質や傾向を変えることができる新たな意見をエンパワ
メントすることも同じく大切である．

ボックスO.1　どれくらいの数の移民が存在するのか，またどこに住んでいるのか？

　国境を越える現代の移動は，その多様性が特徴である．典型的な移住者は存在せず，移住者の典型的な

本国［出身国］あるは行き先国もない．移住者は，移動する理由，修得しているスキルや人口構成上の特性，

法的な地位，当人の状況や展望などによってさまざまである．あらゆる所得水準で移民の出身国と移動先

国の双方があり，実際に，メキシコや，ナイジェリア，イギリスなど，多くの諸国が移民の出身国である

と同時に受け入れ［移民の行き先］国でもある．

　本報告書の定義によれば，世界全体では約 1 億 8,400 万人（世界人口の約 2.3％）の移民が存在し，そのう

ちの 3,700 万人が難民である：

	 約 40％（6,400 万人の経済移民と 1,000 万人の難民）が OECD に加盟している高所得国に住んでいる a．

これは書類のない移民や国際的な保護を求めている人々だけでなく，高スキルおよび低スキルの労働者

とその家族，定住する意図を持った人々，一時的な移民，学生などである．この数字には，広範な居住

権を持ち，他の EU 諸国に住んでいる 1,100 万人の EU 市民が含まれている．

	 約 17％（3,100 万人の経済移民）は湾岸協力会議（GCC）諸国に居住している．ほぼ全員が更新可能な就労

ビザを持つ，臨時労働者である．そのような移民は平均すると，GCC諸国全体の人口の約半分に相当する．

（ボックス：次ページへ続く）
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移住はすべての国にとって必要である

　移住は，ショックや，各国間における所得や幸福度にかかわる大規模な格差などの世界的な不均衡への対
応である．経済的移住はより高い賃金や改善されたサービスへのアクセスにかかわる期待によって引き起こ
される 2．2020 年の時点で，移住者の約 84％はかつての本国よりも豊かな国に住んでいる．そうではあ
るものの，移住にはほとんどの貧困者が負担できない費用がかかる．
　人口構成上の変化は，労働者や人材の世界的な競争の激化を引き起こしている．次の 3 カ国を考えてみ
よう．イタリアの人口は 5,900 万人であり，2100 年までにはほぼ半減して 3,200 万人となり，人口に占
める 65 歳以上の割合は 24％から 38％に上昇すると予測されている．メキシコは伝統的には移民が出国
する国であったが，今や出生率は低下し，かろうじて人口置換の水準となっている．対照的に，ナイジェリ
アでは世紀末までには，2 億 1,300 万人の人口は 7 億 9,100 万人に増加し，インドに次いで世界第 2 位
の人口大国になると予想されている（図 O.1）．
　このようなトレンドはすでに深遠なインパクトを与えつつあり，労働者が必要とされている場所と労働者
を発見できる場所を変化させている 3．政治情勢に関係なく，富裕国は，自国経済を維持し，そして高齢市
民に対する社会的な公約を守るために，外国人労働者を必要とするであろう．多くの中所得国は，伝統的に
は移民の主要な供給源であり，外国人労働者を求めて競争する必要がまもなく生じることになるだろう．そ
して中所得国の多くはまだその準備ができていない．低所得国は大勢の失業していて，不完全雇用の状態に
ある若者を抱えているが，その多くはグローバルな労働市場で需要されているスキルをまだ身に付けていな
い 4．
　気候変動が移住の経済的な動因を強めている 5．世界人口の約 40％――35 億人――は，水不足，旱魃，
熱ストレス，海面上昇，そして洪水や熱帯性サイクロンなどの極端な気象現象といった，気候変動の影響
に高度にさらされている場所に居住している 6．被害を受けた地域では経済的機会が減少し，このことは脆
弱性を高めると同時に，移住への圧力を高める 7．気候のインパクトはサヘル（アフリカの半乾燥地帯），バ
ングラデシュの低地，メコン・デルタなど多様な地域全体で，居住可能性を脅かしつつある 8．一部の小島
嶼開発途上国（SIDS）では，このようなインパクトによって，指導者は計画的な移転を熟考せざるをえなく
なっている 9．気候変動に起因する移動のほとんどは，これまでのところ短距離で主に国境内にとどまって
いる 10．しかし，これは変わるかもしれない．今後数十年間で，気候変動が国際的な移動を増やすのか否か，
また，どの程度増やすのかは，現在において採用され，そして実施されている緩和と適応に向けたグローバ
ル，および各国の政策に依存している．

	 約 43％（5,200 万人の経済移民と 2,700 万人の難民）は低・中所得国に居住している b．このような人たち

は主に仕事あるいは家族との再会のために，ないしは国際的な保護を求めて移動した．

　世界人口に占める移住者の割合は 1960 年以降，比較的安定した状態が維持されている．しかし，この明

白な安定は誤解に導く．というのは，人口の増加は世界全体では不均等であるからだ．世界全体での移民人

口は，高所得国における人口増加の3倍の速さで増えている．低所得国における人口増加の速さとの比較では，

世界全体の移民の増加の速さはその半分である．

出所：WDR2023	Migration	Database,	World	Bank,	Washington,	DC,	https://www.worldbank.org/wdr2023/data.

a.	 この推定値には，約 6,100 万人の外国生まれで帰化した市民は含まれていない．
b.	この推定値には，約 3,100 万人の外国生まれで帰化した市民は含まれていない．

ボックスO.1　どれくらいの数の移民が存在するのか，またどこに住んでいるのか？（続き）
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図 O.1　イタリア，メキシコ，およびナイジェリアでは人口構成に関わる大幅に異なる要因が作用している

出所：2022 年のデータ（中間シナリオ）：World	Population	Prospects	(dashboard),	Population	Division,	Department	of		
Economic	and	Social	Affairs,	United	Nations,	New	York,	https://population.un.org/wpp/.
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a.  イタリアの人口は高齢化しており，人口構成は逆ピラミッド型になりつつある
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b.  メキシコでは人口構成の転換がかなり進行しており，加速すると予想されている

c.  ナイジェリアは今世紀半ばを通じて，住人の年齢は若い状態が維持されるだろう
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　他方で，紛争や，暴力，迫害が大勢の人々を当人の本国から外部への移動を引き起こし続けている．難民
の数は過去 10 年間で 2 倍以上増加した 11．強制避難と経済的移住のパターンははっきりと異なる．難民の
移動は多くの場合に突然かつ急速である 12．難民は最も近い安全な行き先を目指すことから，少数の近隣の
受け入れ国に集中する．難民には大勢の脆弱な人々も含まれている――子供が全体の 41％を占めている 13．
　このような情勢に直面するなかで，移住は開発がもたらす利益が十分に実現されうるように管理される必
要がある．現行のアプローチは移民と自国民の両者をしばしば失望させている．移民の移住先国と出身国の
両方で大きな非効率性と機会の喪失を生み出している 14．時には人間の苦しみにつながっている．所得水
準にかかわらず，すべての諸国において，社会の幅広い層が，グローバル化に反対する広範な論議の一環と
して移住に異議を唱えつつある 15．

政策担当者にとっての実践的な枠組み：「適合と動機のマトリックス」

　移住には利益とコストの両方が伴っている――移民，移民の出身国，そして移住先国にとって．すべてに
とって，好ましい結果というのは，移民の個人的な特性，移住にかかわる状況，移民が経験する政策によっ
て左右される．そうではあるものの，各国は，そのような政策策定においてそれぞれ相異なる役割を担って
いる．ほとんどの移民出身国は移動を規制することにおいてはわずかな影響力しか持っていない．対照的に，
移住先国［受け入れ国］は，誰が当該国の国境を越えるのか，どの人が滞在を法的に許されるのか，どのよう
な権利を持つか，などを定義および規制している．奨励する移動もあれば，奨励しない移動もある．移住先
国の政策が国境を越える移動のインパクトを大体において方向付ける 16．
　労働経済学と国際法が，移住のパターンを理解し，適切な移住政策を設計するための主要な２枚のレンズ
を提供する．これらの 2 つの視点は個別の知的，および学術的な伝統から生じており，国境をまたぐ移動
の異なる側面に焦点を合わせている．その結果，それぞれは重要な洞察を提示している．しかしながら，今
日に至るまでそれらを首尾一貫した全体に統合する簡明な枠組み存在していない．
　労働経済学は，移民のスキルおよびその関連する属性と，移住先国のニーズとの「適合度」に焦点を合わせ
ている（図 O.2 のパネル a）．多くの移住先国における移住政策の出発点は，次の 1 つの単純な疑問である：
移住はコストを上回る利益を生み出すか？　移民はスキルをもたらし，それに対するさまざまな需要の水準
が存在する．移民のスキルが移住先国労働市場のニーズに適合しているほど，移住先国の経済と移民自身に
とっての利益は大きくなる――さらには，多くの場合に，移民の本国にとっても大きな利益になる（送金や
知識の移転を通じて）17．これはスキルの水準や法的地位に関係なく当てはまる．しかし，移民も公共サー
ビスを利用し，馴染みのない可能性のある社会に融合されなければならない．その両方に，少なくとも短期
的には費用がかかる．したがって，差し引きでの利益はプラスとマイナスのいずれにもなりうる．
　国際法の下では，移住者の動機が移住先国の責務を決定付ける．各国は，国家主権として，どの移民をど
のような地位で入国させるかを決定する（図 O.2 のパネル b）．そうであっても，人々が迫害，紛争，ある
いは暴力にかかわる「十分に理由のある恐怖」のために本国から避難した場合――そして危害を受けるリスク
を伴わずに帰国することはできない場合――，そのような人々は 1951 年難民条約に基づいて国際的な保
護を受ける権利があり，移住先国による費用便益計算はもはや適用されない．国際法の下では，そういった
人々は，難民であり，そのような人を受け入れるコストにかかわりなく，当人の本国に送還されることはな
い 18．他に，一部の女性や子供（特に少女），LGBTQ+ の人たち，それに人種主義・外国人嫌悪・その他の
形の差別の被害者などの非常に困難な問題に直面していることから特別な支援を必要としている移民もい
る．実際に，一部の人々は諸理由の組み合わせを理由として移住することから，難民と経済移民の間の厳密
な区別は曖昧になっている．国際的保護の必要性が第 2 のレンズを提供し，移住政策は，設計される際に，
そのレンズを通して考案されるべきである．
　本報告書では，――動機に加えて適合度という――両方の側面を合体させた1つの分析枠組みを提示する．
その枠組は 4 種類の移住を区別し，そして個々の状況について政策の優先課題を特定している（図 O.3）19：
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 適合度の高い経済移民（上方左象限）．ほとんどの移民はより良い機会を求めて移住し，適合度が高いと
思われる移住先国を選択する 20．そのような移民の移動は，法的な地位にかかわらず，移民の本国（出身
国）に加えて，移民自身と移住先国に相当な開発利益をもたらす．コストも発生するが，典型的には相対
的に少ない．このような移住については，関係当事者全員の利害は総じて一致している．政策目標は利益
をより一層増加させ，コストを一層減らすことであるべきだ．

 適合度の高い難民（上方右象限）．一部の難民は，たとえ機会を求めてではなく恐怖から逃れるために移
動している場合でさえ，移住先国のニーズに適合するスキルと属性を持っている．そのような人の移動は，
移住先社会に，自発的な移民と同様の開発利益をもたらす．政策目標は，正味の利益をより一層増やすこ
とであるべきだ．

 適合度の低い難民（下方右象限）．多くの難民は，移住先社会のニーズとの適合度が低いスキルや属性を持
ち込む．このような人たちは労働市場の考慮ではなく，安全性にかかわる当座のニーズに基づいて移住先
国を選んでいる．しかしながら，国際法の下では，それらの人たちは，コストにかかわらず収容されなけ

図 O.2　国境を越える移住に関する 2 つの視点

a.  労働経済学：移民のスキルや移民の属性
が高度に適合する場合には労働の貢献度は

融合のコストを上回る

b.  国際法：もし移民が当人の本国における
危害を恐れているなら，移住先国はそのよう

な移住者を受け入れる義務がある

労働の貢献度
が融合のコストを

上回る

移民：
国際的保護の
必要性は低い

難民：
国際的保護の
必要性は高い

労働の
貢献度が融合の
コストを下回る

高い

低い

移住先国に
おける機会

本国における
恐怖

適合度

動機

利益がコストを
上回る

コストが利益を
上回る

移住先国：
移民を受け入れ
るか否かを選択

移住先国：
難民を受け入れ
ることを義務化

されている

出所：WDR	2023 チーム．

注：パネル a：適合度は，移民のスキルおよび移民の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．利益に含まれ
るのは，経済産出の増加，税基盤の拡大，一部の財・サービスにかかわる入手可能性と金銭的な負担可能性の増大などであ
る．コストには経済的および社会的な融合のコストに加えて，公共サービスに対する需要の増加，競合する労働者に対する
影響などが含まれる．パネル b：動機は当人が移住するに至った状況を指す――機会を求めて移動するのか，あるいは当人
の本国における迫害・武力抗争・暴力にかかわる「十分に理由のある恐怖」の故に移動するのか．1951 年の難民条約の下では，
そのような恐怖を経験している人々は難民の地位を与えられる権利があり，国際的な保護が与えられなければならない．そ
のような人たちを当人の本国，あるいは非人道的または屈辱的な処遇，あるいはその他の取返し不能な危害に当人が直面す
る国に送還することはできない（ノン・ルフールマン原則）．
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ればならない．受け入れ（移民の移住先）国にとっての政策目標は，コストを削減すると同時に，それを国
際的に分担することであるべきだ．

 困窮［苦難の中で移動する］移民（下方左象限）．難民としての資格がなく，かつ移住先国との適合度が低
いその他の移民．そのような移民の総数は多くはないが，そのような人の移動は多くの場合に非正規かつ
安全ではなく，受け入れ国にとって重大な挑戦課題を提起する．本レポートでは，そのような人たちは困
窮移民（distress migrant）という言葉で呼ばれている．この言葉は，そのような人たちが移動する状況
を認識したものであり，標準的なカテゴリーではない．このような困窮移民の一部は，難民ではないもの
の，人道的な見地，あるいはその他に基づく保護を依然として必要としているかもしれない．当人の本国
に戻される人もいるかもしれない――しかし人道的に処遇されなければならない．

　移住者が「適合度と動機のマトリックス（行列）」のどこに位置するかは，部分的には移住先国［受け入れ国］
の政策によって決まる．例えば，移民のスキルおよび属性と移住先国のニーズとの適合は，移民が当人の資
格のレベルで働く権利を有しているか否かに依存する．適合度は，移住先国における労働に対するニーズ，
経済規制，社会規範の変化に基づいて，時間の経過とともに変化しうる．同様に，誰が国際的な保護を受け
るべきかに関する決定も，国際法の幅広い要素の中で国ごとに大幅に異なる．
　究極的には，各国政府の政策は，移住の――移民，移民の出身国社会，および移住先国社会にとっての―
―開発利益を最大化すると同時に，難民に十分な国際的保護を提供することを目指すべきである．長期的に

図 O.3　「適合度」が移民受け入れの純利益を決定し，「動機」がその国際的保護の必要性を決定する

出所：WDR	2023 チーム．

注：適合度は移民のスキルと当人の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．動機は当人が移住するに至った
状況を指す――機会を求めて移動するのか，あるいは本国（出身国）における迫害，武力抗争，ないしは暴力にかかわる「十
分に理由のある恐怖」の故に移動するのか．
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は，利益のより一層の増加が可能となるように，全ての移民のスキルと属性の，受け入れ国社会のニーズと
の適合度を高めることを目的とするべきである．同時に，しばしば相当な苦難を伴っている困難な状況での
移動の必要性を下げることも目指すべきである．

適合度が高い場合には，大きな利益が得られる

　移民が移住先国で需要があるスキルや属性を持ち込む場合には，典型的には動機，スキル水準，あるいは
法的地位などにかかわらず，利益がコストを上回る．このような移民は，移住先国の労働市場の間隙を埋め
ることになり，これには移住者自身と当人の出身国に加えて，移住先国にとっての利益も伴っている．社会
面および経済面の両方にかかわるコストも生じるが，それは典型的には利益よりもずっと小さい．移住先国
と移民の出身国の両者が利益をさらに増加させ，かつその欠点に取り組むような政策を設計および実施する
ことができる（図 O.4）．

移民の行き先国は社会的および文化的な論議が移住の経済的利益に暗雲を投げかけることがな
いようにするべきである
　移民は，特に長期的には，移住先国経済の効率性と成長に多くの貢献をすることができる．低スキルの
移民は，移住先国の国民が従事することに消極的な仕事，あるいは消費者が進んで支払う水準を超過する
賃金を移住先国の国民が要求する多くの仕事を行っている 21．高いスキルを有する移民――看護師や，エ
ンジニア，科学者など――は，一国の経済の多くの部門にわたって生産性を改善する．そうではあるもの
の，4 カ国――オーストラリア，カナダ，イギリス，およびアメリカ――のみで，高等教育を受けた全移民
の半数以上を受け入れている 22．医療従事者について，アメリカでは約 17％，イギリスでは 12％，湾岸
協力会議（GCC）諸国では 79％が，外国生まれである 23．消費者は，生産コストの低下や，一部の財・サー
ビスの価格の低下から利益を得る 24．移住の長期的な利益に含まれるのは，企業家的な活動や革新の増大，
国際的な貿易や投資との結び付きの強まり，そして教育や医療などのサービスの提供の改善などである 25．
移民の貢献度は，当人の資格や経験のレベルで働くことが公式に許容され，そして働くことができる場合に
より大きくなる．
　しかし，多くの国では，論議は経済に関してではなく，移住の社会的および文化的な影響に関して行われ
ている．移民が期間を延長して――ないしは永続的に――滞在する場合，その統合という問題が中心となる．
社会文化的なインパクトは，移民に対する市民の受け止め方――および時には人種的な偏見――に加えて，
移民集団の規模，その起源，およびその社会経済的な地位などによって変化する 26．社会文化的なインパ
クトは，各国のアイデンティティに関わる感覚や社会契約によっても左右される 27．カナダなどのような
一部の諸国は，自らを移民とその子孫で形成されている社会として定義している 28．一方で，日本などの
ような他の諸国は，自国民の古い起源を強調している 29．
　このような論議は社会や文化は同質的でも静態的でもないという文脈で展開している．戻るべき「移住以
前」の調和は存在しない．すべての社会において，緊張や，競争，協力は，多種多様な集団にわたって常に
存在しており，そのような集団は，部分的に重なり，そして常に変化している．このような緊張の一部は社
会経済的な分断を反映している：分断は移住にかかわるものではなく，貧困や経済的機会にかかわるもので
ある――そして，大勢の移民がたまたま貧しい状況に置かれているのである．移住者ないしその子孫の多く
は帰化していることから，移住に起因する文化的な問題の一部は実際には，国内少数派の包摂にかかわるも
のである．移住は，数あるトレンドの中で特に近代化，世俗化，技術進歩，ジェンダーの役割や家族構成
の変化，新たな規範や価値観の出現などと並んで，変化が急速な時代において，社会を転換する原動力の 1
つにすぎない．統合は最終的には実現し，それは経済的な包摂と差別を排除する政策によって促進される．
　移住先国は移住の実際のマイナス面に積極的に取り組むべきである．移民のスキルや属性が移住先国の労
働市場のニーズにより密接に適合しているほど，移住先国の国民の賃金に対する影響は小さくなる．しかし
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ながら，たとえ平均的な影響は限定的であっても，受け入れ国の一部の労働者――スキルが移民と類似して
いる労働者――は，賃金あるいは仕事さえ失うかもしれず，支援される必要がある 30．移民の行き先国が
大勢の外国人児童を収容しなければならない場合，特にそのような児童が移住先国の言語を流暢に扱えない
場合には，教育の質を維持するために追加的な資源が必要となる 31．貧困や差別を削減するために，移民
が居住している地域における公共投資を増やすべきである．それが行われない場合には，貧困や差別は，フ
ランスやスウェーデンが経験したような，居住の分離や広範な社会悪につながる可能性がある 32．ほとん
どの諸国では，移住は納税する労働力を拡大することによって歳入を増やしており，必要とされる支出のた
めの余裕を生み出している 33．

ほとんどの移民は多くの利益を得ている――移住先国でさまざまな権利を持っている場合には
なおさらそうである
　ほとんどの経済的移民は――低いスキルを持つ移民と高いスキルを持つ移民の双方について――，仮に本
国に留まっていた場合と比べて，移住先国においてずっと良い暮らしをしている．移民は移動による利益を
最大化することを目指していることから，自分のスキルに需要がある移住先国を意図的に選択している．移
住者は，本国では持つことが出来なかったであろう機会を見付けて，高い賃金を稼得し，しばしばより良い
サービスを利用している．このような利益は，特に行き先国の経済が成長しており，そして労働市場がうま
く機能している場合には，時間の経過とともに相当に増加する．出身国に戻る移民――OECD 加盟の高所
得国における全移民の 20% – 50%――は，出国以前よりも暮らし向きは良くなっている 34．

図 O.4　適合度が高い場合，移住先国および移民の出身国の両方の政策は移住の利益を最大化することができる
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移民の出身国：
送金と知識移転の円滑化，

スキルの構築と頭脳流失の緩和，
海外に在住する
自国民の保護

移民の行先国：
移民に権利と労働市場へのアクセスを

提供，包摂の促進，需要のある
スキルを誘致，影響を受ける

自国民の支援

出所：WDR	2023 チーム．

注：適合度は移民のスキルと当人の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．動機は当人が移住するに至った
状況を指す――機会を求めて移動するのか，あるいは本国（出身国）における迫害，武力抗争，ないしは暴力にかかわる「十
分に理由のある恐怖」の故に移動するのか．
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　移民は難題にも直面する．移住のコストは状況によっては非常に高くなることもあり，移民はそれを返済
するために長期にわたって働かなければならない 35．数千万人もの移民が家族と離れており，その多くが
不慣れな環境の中で社会的に孤立するリスクがある 36．親が不在であることは家庭に，長期にわたって影
響を及ぼす可能性のある難題――子供の教育など――を引き起こす 37．
　移住の利益は，移民が国際労働基準に沿って，法的地位と正式な雇用の権利を有している場合にはより大
きくなる．その例は，ディーセント・ワーク，公正な採用 38，そして新たな機会が生じた際に雇用者を変
更できる権利である 39．そのような権利をひとたび手に入れれば，書類のない（undocumented）場合と比
べて，移民の賃金や仕事の質は移住先国の国民の水準に大幅に早く収斂する．また，自らのスキルが正当化
する仕事よりも低いスキルかつ低い賃金の仕事に就くことへの移民が受ける圧力は低下する 40．そのよう
な［権利を有する］移民は，遠方あるいは外国への移動を容易に行うことができ，その結果として，本国に残っ
ている家族との絆をうまく維持することができる．また，不当な扱いや差別に対する脆弱性も低下する．そ
れとは対照的に，法的保護が不十分，あるいは情報や言葉の壁が理由で法的な保護へのアクセスが不可能な
移住先国においては，移民が搾取されるリスクは高まる 41．

移民の出身国（本国）は開発利益のために移住を積極的に管理すべきである
　移民の出身国では，海外移住は――特にうまく管理される場合には――貧困削減や開発を支援することが
できる 42．（被仕向）送金は移民の家族にとっての安定した所得源であり，子供の教育，医療，住居，企業家
的な活動などへの投資を支援する．このような利益は送金コストを低下させることによって増幅させること
ができるだろう 43．多くの場合，移民や，帰国者，海外離散者のコミュニティはアイデア，知識，そして
技術などを移転し，このことは移民の本国における雇用創出や近代化に拍車をかける．それはアメリカのシ
リコン・バレーに在住していた移民が，インドの情報技術産業の育成を支援したのと同じである 44．この
ようなプロセスは移民の出身国に良好なビジネス環境，効率的な労働市場政策，強固な制度，そして起業家
が利用することができるビジネス・エコシステムなどを育む健全な経済政策がある場合には，より容易にな
るであろう．
　高いスキルを持つ人の低所得国からの出国移住――いわゆる頭脳流出――は，損失をもたらし，開発に関
連する課題を生み出す．サハラ以南アフリカ，カリブ，および太平洋地域では，高等教育を修了した人が海
外に移住する確率は，それより教育程度の低い人よりも 30 倍高い 45．このような海外移住は，移民の本国
において，医療などのエッセンシャルなサービスを提供する高スキル労働者の不足を悪化させうる．政府と
しては人々の出国を阻止することはできないことから，そのようなスキルのための訓練を行う能力を拡大す
る必要がある．そのような取り組みは，高等教育や訓練プログラムへの資金提供を含め，移住先国との協調
を通じて支援されうるだろう 46．医療などのエッセンシャル部門では，移住先国との二国間労働協約を通
じて施行される必要最低限のサービス提供の要請のような，追加的な措置が必要とされるかもしれない 47．
高いスキルを有する労働者が自国において魅力的な展望を持ち，全能力を発揮できる仕事に就けることを確
保するためには，経済と社会の並行的な改革が必要である．
　移民の出身国は，労働移住を貧困削減戦略の明示的な一環にしている場合に，労働移住から最も多くの利
益を得る．政府は，移住先国との労働協約，労働市場情報システムの改善，公正な採用プロセス，海外在住
者に対する領事支援などの措置を通じて秩序立った移住を促進することができる．政府は，送金や移住のコ
ストの引き下げや，戻ってきた移民の労働市場や社会への再参入を支援することに向けて機能することもで
きる．また政府は，グローバルに需要がある低水準のスキルや高水準のスキルを修得するために，教育制度
を調整することもできる．そうすることで海外に移住した際に，自国民（移住者）はより良い職に就くことが
でき，それ故に送金や知識移転を介して出身国により一層貢献することになる．そのような構想は，依然と
して行うべき多くのことが残っているものの，バングラデシュやフィリピンなどの数カ国において，実り多
いことが証明されている 48．
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適合度が低い場合，コストは複数国間で分担――かつ削減――される必要がある

　移民が移住先国で需要されているスキルや属性を持ち込まない場合，移住先国にとってのコストは利益を
上回る．仮に移民自身と移民の本国にとっては利益がある場合でも，そのような利益は，移住先国が自国の
コストを削減および管理するための措置を取らない限り，持続可能ではない（図 O.5）．政策の挑戦課題は，
国際法に基づいて移住先国によって受け入れられる必要のある難民と，苦難の中で移動するその他の移民と
では異なっている．

難民という状態は，単なる人道上の非常事態としてだけではなく，中期的な開発の挑戦課題と
して管理されるべきである
　連続する緊急対応を通じて難民受け入れ国を支援することはコスト高であり，かつ有効性を欠く．平均す
ると，受け入れ国政府が負担する支出に加えて，国際社会は低・中所得国に受け入れられている難民 1 人
について年当たり 585 ドルを支出している 49．国際的な支援が提供される際の方法は，多くの場合に，短
期的なアプローチを採用する動機を生み出す 50．しかし，現行の難民は平均で 13 年間にわたって追放され
ており 51，その中の数百万人は，数十年間にわたって不確実な状態にある 52．例えば，1979 年にソ連が
侵攻した後に出国した多くのアフガニスタン人は今日でも依然として追放されており，その人たちの子供や
孫も同じ状態にある．当座のニーズを満たすことに向けた人道支援が極めて重要である．しかし，政策立案
としては，危機発生の当初から，財政面と社会面の両面で長期的に維持可能な対応を目指すべきである．
　中期的なアプローチを採用することは，受け入れコストを削減すると同時に，難民が自分の生活を再建で
きるようにすることができる．1951 年の難民条約は各国に対して，難民に安全性に加えて，仕事とエッセ

図 O.5　適合度が低い場合，政策策定には，経済的利益と移民の尊厳の間で生じる移住先国にとってのトレードオフが含
まれる
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出所：WDR	2023 チーム．

注：適合度は移民のスキルと当人の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．動機は当人が移住するに至った
状況を指す――機会を求めて移動するのか，あるいは本国（出身国）における迫害，武力抗争，ないしは暴力にかかわる「十
分に理由のある恐怖」の故に移動するのか．
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ンシャル・サービスへのアクセスも提供することを義務付けている．紛争や迫害を逃れてきた人々は，多く
の場合，資産の喪失やトラウマ的な経験を含め，深刻な脆弱性を抱えており，脆弱性は不確実な地位によっ
て一層悪化しうる 53．しかし，子ども，あるいは障がいないしは背後にトラウマを抱えた人など，多くの人
は働くことができない．そうではあるものの，機会が与えられれば，ほとんどの難民は，他の種類の移民が行っ
ているのとほとんど同じ仕方で，生活を改善するための方法を探し，受け入れ国の経済に貢献する 54．この
ような努力は，海外からの十分な支援を得て，難民に働く権利を提供し，難民が仕事にアクセスするのを支
援し，そして受け入れ国が提供する教育や医療制度に難民を取り込むことによって，最良の支援を受けるこ
とができる．このアプローチは，なかでもコロンビア 55 や，ニジェール 56，ポーランド 57，トルコ 58，ウ
ガンダ 59 などの多様な諸国によって採用されてきている．
　内部移動性――難民を移住先国内で職やサービスのある場所に移動させること――は，難民という境遇へ
の対応をさらに転換することができる．多くの難民は開発の遅れた国境地帯で受け入れられており，そのよ
うな地域は雇用機会が少なく，難民が人口の大きな割合を占めている．そのような難民の存在は受け入れて
いる地域社会に重大な負担を強いることになりうる．しかし，例えば，退去させられたベネズエラ人やウク
ライナ人に対して一部の諸国が提供した支援によって例証されているように，他のアプローチも可能である．
そのような状況においては，難民は受け入れ国内の全域にわたって，さらには地域的なブロックの内部で移
動が許容され，そして奨励さえされる．このような自由度は，より多くの機会に難民がアクセスできるよう
にし，それ故，受け入れ国社会のニーズとの難民の適合を強化することができる．また，難民が住民の全体
にわたってより均等に分散することから，受け入れるコミュニティの負担も軽減する．そういったアプロー
チは，予測可能な中期的な資金提供手法の採用，政策支援の策定，そして国際的保護を提供するための国家
機関の強化などに向かうよう援助の供与方法が変更されることを要請する 60．
　難民を受け入れることはグローバルな公益に貢献する．したがって，すべての諸国が，受け入れのコスト
を吸収するのを支援するべきである．しかし，多くの国はそうしていない．難民の大多数は，わずか十数
カ国に居住しており，それは典型的には，移住者の出身国に隣接している低・中所得国である 61．例えば，
ヨルダンやレバノンでは，難民が総人口の大きな割合を占めている．グローバルにみると，3 カ国のドナー
が，難民の援助のための二国間資金のほぼ 3 分の 2 を提供している 62．そして，4 カ国が移住先での定住
の全体のほぼ 4 分の 3 を引き受けている 63．このような狭い支援基盤は，開発機関や，地方公共団体（local 
authority），民間部門，市民社会組織などを含む新たな後援者を関与させることによって拡張されるべき
である．責任の共有も，ヨルダン・コンパクトに基づく貿易アクセス 64 やエチオピアのジョブ・コンパク
トに基づく投資 65 などのような，広範な二国間交渉の一部になりうるであろう．それは，所得が低いとい
う状況を含め，地域的なイニシアティブによって補完されることもできるだろう．例えば，「アフリカの角」（半
島）地域では，政府間開発機構（IGAD）は，難民状態の管理を漸進的に改善するための地域的なピア・ツー・
ピア・プロセスの開発を支援してきている 66．

困窮［苦難の中での］移住は人々の尊厳を尊重しながら削減する必要がある
　政策面での最も困難な難題は，移民が難民でなく，かつ移住先の社会のニーズとの適合度が低い場合に生
じる．このような移民の多くは非正規な経路，そして拡大している密入国産業やそのような産業が受け入れ
国で養っている搾取的な労働市場に向かっている 67．このような移住には多くの場合に苦難が伴っている．
2014 年以降，移住を試みている状況下で 5 万人近くが死に至った 68．多くの人が地中海の横断を試みて
いる際に死亡し，他のルートでの死者数も増加しつつある．人のこのような移動は国境を越える移動の管理
に関して喪失感も生み出しており，正規の移民や難民の対処にかかわる壊れやすいコンセンサスの土台を崩
している．そのような移住を防ぐために，一部の政府は厳しい政策を実施してきている．2018 年のアメリ
カ南部国境における家族の分離や，人権問題の実績が疑わしい第三国に対する国境管理の外面化などがその
実例である 69．このような対応のすべてに，移民や移住志望者の尊厳と人権の著しい犠牲が伴っている．
　一部の困窮移民は，難民ではないものの，保護を必要としている．そのような人たちは，命を脅かす危険
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を冒している．これは，そのような移民は当人の本国では他の実行可能な代替手段がない，あるいは移動中
に人身売買の犠牲者になることを示唆している．例えば，書類のない移民はアメリカ南部の国境に向かう途
中で，犯罪集団による誘拐や，恐喝，性的暴力やその他の形態の暴力に直面している 70．一連の人的および
政治的な危機となっている事態に直面して，数カ国は，難民として認められておらず，しかし当人の本国に
安全に帰国させることができない人に対して保護の一形態を提供するために，特別な法的手段を制定した 71．
このアプローチは補完的ないし補助的な保護と呼ばれることがある．そのような制度は首尾一貫した仕方で
拡充されるべきであり，保護にアクセスするために安全かつ合法的なルートが確立されるべきである．
　移住先［受け入れ］国は他の種類の困窮移民を当人の出身国に帰すことを選択するかもしれない．その場合
でも，人間の尊厳が移住政策の基準として維持されなければならない．本国への送還は当事者個人にとって
は悲劇である．そうではあるものの，それでも移住制度の持続可能性を確保するためには，本国への送還は
必要かもしれない．というのは，それは自国民と移住志望者の双方に向けて，ルールは履行されるというこ
とを例証するからだ．不本意な帰国は，人権条約を順守し，かつ人道的な仕方で実施されるべきである．そ
のような対処には，並行して行われる，密入国者と，移住先国で非正規移民を雇用する人の両方を取り締る
取り組みが伴うべきである．
　移住先国が制限的な政策を採用する場合には，その近隣諸国，特に移民が通過する諸国も影響を受ける可
能性がある．障壁によって移民が先に進めなくなった場合，通過国が代わりの行き先目標国になる．困窮移
民は数カ月間，時には数年間にわたり，最終地になることを望んでいなかった，そして多くの場合に脆弱な
立場に置かれる諸国に滞在する．このような状況はメキシコやモロッコなどの通過国に対して，単独では対
処できない難しい政策問題を提起する．行き先国と通過国の両方が，困窮移民を受け入れる，あるいは人道
的に本国に帰すために協働するべきである（ただし，本国への送還は，1951 年の難民条約が適用される難
民には適用されるべきではない）．このような協調に含まれるのは，誰がどちらの国――移住先国ないし通
過国――に受け入れられるべきか，そして誰が送還されるべきかを決定する体系の設計，さらに，このよう
なことを効果的に行うための対応するプロセスと財政取り決めに関する合意である．そのような取り決めは，
移民が単に通過するだけの諸国におけるサービスや安全性を拡充する努力によって補完されることもある．
　全体としては，主要な取り組むべき課題は，そのような移住の必要性を削減することである（図 O.6）．そ
のような側面において，開発は，誰がどのような状況で移住するかを変えることによって，決定的に重要な
役割を果たす 72．各国が発展するのに伴って，人々が受ける教育は向上し，教育を受けた人のスキルは国
内および世界の労働市場におけるニーズにより高度に適合するようになる．また，そのような人たちはショッ
クに対してより強靭になり，ディーセント・ワークや国内移住という代替手段が利用可能になることは，苦
難の中での国境を越える移住の必要性を低下させる．しかし，開発には時間がかかり，より短期的な対応策
も必要である．受け入れ国は，低スキルの労働者を含め，スキルや属性が移住先国のニーズに適合している
人々による移住を可能にする，ないし奨励さえするために，移民の本国と協力し，そして合法的な入国経路
を拡充することができる．そのプロセスにおいて，受け入れ国は移住志望者と，そのような人を特定のスキ
ルの修得などのために支援するコミュニティに関わる奨励策を創設する．

移住をうまく機能させることは，物事のやり方を変えることを要請する

　移住の改革にとって，今は難しい時期である．政治論議は，所得レベルの全てにおいて，多くの諸国で分
極化している．2022 年のロシアによるウクライナ侵攻を受けて，国際社会のなかにおける緊張が高まった．
世界的な経済の見通しは不確実な状況が続いている．そうではあるものの，改革が緊急に行われる必要があ
る．難しい論議がこの先に待ち受けているが，移住からの利益を実現するためには，回避すること，ないし
遅らせることはできない．
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国際協力の一層の強化が不可欠である：二国間による移民の適合度の向上，および多国間による
恐怖によって引き起こされる移動への対応
　移民の本国［出身国］と移住先国の双方が移住を戦略的に管理する必要がある．本国にとっては，挑戦課題
は，労働移住の自国の社会に対する開発面の影響を最大化することである．受け入れ国にとっての挑戦課題
は，全ての移民を人道的に処遇し，自国民の間に懸念を引き起こす社会的な影響に取り組みながら，移民が
自国の長期的な労働のニーズを満たす可能性を認識し，それを活用することである．
　移住から派生する利益を増やすためには，移民の本国と受け入れ国の両国は協働する必要がある（図 O.7）．
太平洋諸島諸国とオーストラリアの間でみられたように 74，協力は，スキルの適合の改善を促進し，そし
て移住者に法的な地位を与える二国間労働協定を通じて正式なものにすることができる 73．二国間協力は，
グローバル・スキルズ・パートナーシップを通じることなどによって，移民の出身国においてグローバルに
移転可能なスキルを構築するのを支援することができる 75．二国間協力は不本意な帰国を人道的に処理す
るためにも極めて重要である 76．また，そのような協力は，地域的なイニシアティブによっても補完する
ことができる．それは例えば，移民の本国と移住先国の両方で構成される地域的グループ全体での労働のニー
ズに関する議論や，カリブ共同体（CARICOM）による単一市場・経済（CSME）の構想のような，資格を認
定するための地域的な制度の創設などである．
　恐怖に動機付けられている移住に取り組むために，また，グローバルな規範を強化すると同時に，難民を
受け入れるコストを分担するために，多角的な取り組みも必要とされている．移住と強制避難のための――
さらに国際的な保護を受けるべき人を定義するための――国際的な法律の構成が，移住の傾向における変化
を反映させるために過去数十年間にわたって発展してきている．今後も継続する可能性が高く，そのような

図 O.6　移民の本国と移住先国の双方における政策措置は困窮移住を削減することができる
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出所：WDR	2023 チーム．

注：適合度は移民のスキルと当人の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．動機は当人が移住するに至った
状況を指す――機会を求めて移動するのか，あるいは本国（出身国）における迫害，武力抗争，ないしは暴力にかかわる「十
分に理由のある恐怖」の故に移動するのか．下方左象限の垂直点線は困窮移民のうち国際的な保護を必要としている人とそ
うでない人の区別を強調している．
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法的構成は確固とした開発の視点を含むべきであろう．しかし，国際社会において緊張が再び生じている時
期にあっては，進展は緩慢なものにとどまるかもしれない．ラテンアメリカ諸国がベネズエラ人がこの地域
全体にわたって移動できるようにすることによって行ったように，グローバルな行動は，特に難民や他の強
制的に退去させられた人たちの受け入れに対する責任の共有については，地域的な努力によって補完される
べきである．

変化を引き起こすためには十分に代表されていない声に耳を傾けなければならない
　移住の改革は政治的なプロセスである．改革が成功するためにはデータと証拠が不可欠ではあるが，それ
だけでは十分ではない．新しい利害関係者グループが自分たちの意見を聞いてもらうことを必要としている．
これは，議論が高度に分極化し，そして複数の競合する優先課題――なかでも，気候変動，食料安全保障，
そして継続中の世界的な経済の減速など――が存在する場合には特に重要である．
　移民の出身国と受け入れ国の両方において，論議にはエリート団体を超えて，社会の幅広い階層が関与す
るべきである．このような努力は，治安当局の枠を越えて政府一体のアプローチをとることによって，中期
的な労働のニーズとそれを満たす方法を評価するために民間部門や労働組合を招くことによって，そして，
多くの場合に対応と統合という挑戦課題の最前線に位置している地方自治体を関与させることによって追求
することができる．移民や難民の声も聞くべきであり，このことは，代表性と説明責任を確保するような仕
方で彼らの声を伝えるシステムを開発することを必要とする．低・中所得国――経済移民の出身国と難民を
受け入れる国が含まれる――も自国の意見がより聞かれるようにし，そして自分たちの利益を守るために，
建設的な連合を結成することができる．

希望のメッセージ

　本報告書は希望のメッセージを伝えている．移住の善悪に関するイデオロギー的な主張によって議論が支

図 O.7　移住の種類に応じて，必要とされる国際的協力の形態は明確に異なる
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出所：WDR	2023 チーム．

注：適合度は移民のスキルと当人の関連する属性が移住先国の需要を満たす度合いを指す．動機は当人が移住するに至った状況を指
す――機会を求めて移動するのか，あるいは本国（出身国）における迫害，武力抗争，ないしは暴力にかかわる「十分に理由のある恐怖」
の故に移動するのか．
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表 O.1　主要な政策提言

移民や難民のスキルに需要がある（強固な適合）

移民の本国［出身国］
貧困の削減に向けて移住を管理する

移民の行き先国
利益を最大化し，コストを削減する

二国間協約
適合を強化する

戦略：移住を開発戦略の一部にする．

送金：貧困削減に向けて送金を活用し，さら
に送金のコストを引き下げる．

知識：知識移転を促進し，グローバル経済へ
の統合を強化するために各国に散在する移民
や帰国民と協働する．

スキル開発と頭脳流出の緩和：自国内およびグ
ローバルな労働市場において需要のあるスキ
ルの教育と訓練を拡大する．

保護：市民全体に保護を提供する．取り残さ
れている脆弱な家族員を支援する．

戦略：労働のニーズを認知する．移住の役割
についてコンセンサスを確立する．政策の首
尾一貫性を確保する．

入国と地位：より強固な一致を伴う入国移住を
奨励する．移民が正式な地位と権利を持つこと
を保証する．

経済的包摂：労働市場における包摂を促進す
る．移民が有する資格の承認を強化する．搾
取を取り締まり，ディーセント・ワークを促進
する．

社会的包摂：分断化を防ぎ，サービスの利用
を促進する．差別と戦う．

自国民に対する支援：雇用の成果および公共
サービスという点でマイナスの影響を受ける市
民を，社会的保護と公共投資を通じて支援す
る．

二国間労働協約：両者が利益を得る移住を構
築し，促進する．送金のコストを削減する．

スキル開発：自国のおよびグローバルな労働
市場の両方で需要のあるスキルの開発に資金
提供をするためにペアを組む．

難民のスキルに対して需要がない場合（適合度が低い，恐怖を動機とする移動）

受け入れ国
中期的な視点で管理を行い，適合を強化する

国際的なコミュニティ
受け入れ国とコストを分担する

制度と手段：関連省庁を通じて難民支援を主流化する．持続可能な資
金提供枠組みを策定する．

国内移動：機会に向けて難民が移動するのを促進および奨励する．

自己依存［自立］：公式な労働市場において難民が仕事にアクセスでき
るようにする．

国家的なサービスへの包摂：国の制度を通じて，教育，医療，および
社会のサービスを提供する．

責任の共有：難民が避難をする要因となった状況を防ぐ，あるいは解
決する．十分な額の中期的な融資を提供する．定住の選択肢を増やす．
現行の主要な拠出者の枠を超えて，支援の基盤を拡大する．地域的な
アプローチを策定する．

解決策：「恒久的な解決策」（自発的な帰国，現地での統合あるいは定住）
に向けてより一層努める．中期的に，国による保護と機会へのアクセス
を提供する革新的な地位を制定する．

移民のスキルに対して需要がない場合（適合度が低い，移住は恐怖が動機ではない）

移民の本国
苦難の中での移動の必要性を削減する

移民の通過国
移民の行き先国と協力する

移民の行き先国
移民の尊厳を尊重する

強靭性：社会的保護を強化する．国際的な移
住に対する国内の代替手段を作り出す．

教育：人々がより多くの選択肢を持つことがで
きるようになるスキルを構築する．

包摂：包摂的でグリーンな開発を促進する．
気候変動への適用を育む．

協力：移民を吸収する，あるいは人々を人道
的に帰国させるために行き先国と協働する（最
後の通過国について）．

尊重：すべての移民を人道的に処遇する．

補完的な保護：リスクに晒されていて，かつ難
民ではない人を保護する現行の制度の首尾一
貫性を強化する．

合法的な経路：低スキルの労働者を含め，需
要のある労働者のための合法的な経路を確立
することによって移民の動機を変える．

強化：必要な帰国を人道的に管理する．密入
国支援業者や搾取的な雇用者を取り締まる．
入国を処理するために制度的な能力を強化す
る．

移民政策を変更する

データとエビデンス 財政面での手段 新しい意見

調和：データの収集方法を調和させる．

エビデンスの確立：政策策定に情報を提供す
るために新しい種類の調査に投資する．

データの開放：データを広範に入手できるよう
にし，同時に移民や難民のプライバシーを尊
重することによって，研究を促進する．

新しいあるいは拡張された手段：難民を受け入
れる国を支援するために中期的な手段を策定
する．適合度が低い移民を受け入れている低・
中所得国に対して外部的な支援を提供する．

既存の手段の利用を強化する：民間部門の関
与を奨励する．開発に向けて移住を活用するこ
とにおいて移民の本国を支援する．二国間お
よび地域的な協力を奨励する．

影響を受ける国民：共通の挑戦課題に直面す
る国の間で提携を構築する．

国内の利害関係者：意思決定プロセスに広範
な利害関係者が参加することを保証する．

移民および難民の意見：移民や難民の意見を
まとめるために，意見の代表と説明責任の制
度を策定する．

出所：WDR	2023 チーム．
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け入れが上位の 12 カ国は次の通りである：	トルコ，コ
ロンビア，ドイツ，パキスタン，ウガンダ，ロシア，
ポーランド，スーダン，バングラデシュ，エチオピア，
イラン，レバノン．次を参照：Refugee	Data	Finder	
(dashboard),	United	Nations	High	Commissioner	for	
Refugees,	Geneva,	https://popstats.unhcr.org/refugee-
statistics/download/.

62. これは EU，ドイツ，およびアメリカである（OECD	
2021）．

63. これはカナダ，ドイツ，スウェーデン，およびアメリ
カである（OECD	2021）．

64. Government	of	Jordan	(2016).
65. EUTF	for	Africa	(2018).
66. IGAD	(2022).
67. 詳細は第 8 章のボックス 8.4 を参照．
68. IOM	(2020).
69. 詳細は第 8 章のボックス 8.1 を参照．
70. Infante	et	al.	(2012).
71. Paoletti	(2023).
72. 詳細は第 8 章を参照．
73. United	Nations	Network	on	Migration	(2022).
74. OECD	(2018).
75. Clemens	(2015).
76. 詳細は第 8 章を参照．
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